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I はじめに

現在中国の国有林の経営組織は主に重点国有林区における 135の木材伐採運

搬企業(いわゆる森林工業企業)と全国各地に散在している，地方林業庁局の

所轄の下にある国有林場からなる。各地の実情と管理体制改革の実施により，

林工業企業と国有林場との区別が暖昧になっているが，伝統的に森林工業企業

は国有企業として見なされているのに対して，国有林場は企業化管理下の事業

単位である。黒竜江省と吉林省における森林工業企業を見ると，財務会計が森

林工業企業傘下の林業局によって行われている。また 林業局の下に幾つかの

林場及び他の生産単位が設立されている。しかし，林場が独立採算を持ってい

る企業ではないため，木材販売は出来ない。毎年の経費は各林場の面積と作業

量に応じて，林業局によって決定され，配分される。林場は実際ひとつの作業

場に相当する。

以下では，重点国有林区における森林工業企業と国有林場の二つの経営組織

から国有林の経営状況及び改革を明らかにしたい。

11 森林工業企業の経営実態についての分析

国有林区における森林工業企業は実際にひとつの林区コミュニティであり，

ほとんどの住民が企業の職員である。企業は生産経営主体でもあり，社会の公

共機能を果たし，コミュニティの社会サービスを提供する。いわゆる行政と企

業との合一，企業と事業の合一，司法と企業の合一，企業と社会との合ーとい
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う特徴を持っているコミュニティである。しかも，その傘下の林業単位も地方

林業部門の管轄と独立している。最初森林工業企業を設立した目的は主に原始

自然林区の開発にあった。森林の保護と育成が無視され，森林工業企業は木材

生産を中心としていた。 1960年代から，営林を始めてきたが，長い間原始自然

林は深刻的な破壊にさらされていた。国有林区における森林は主に二次林を中

心とする。

森林工業企業の収入は長期間にわたって 主に大規模な森林伐採によるもの

である。しかし， 1998年から自然林保護プロジェクトが実施されるにつれ，木

材伐採の量が大幅に削減され，森林工業企業は単純な木材生産企業から木材生

産と生態保護を中心とする全業に変身した。そのため 政府は巨額な資金を投

入し，生態建設の主役となった。この措置がある程度企業の赤字経営状態を緩

和させたが，木材伐採による収入が大いに減少してきたため，各地における森

林工業企業は作物栽培，森林ツーリズム，養殖などの多角経営を行っている。

大興安嶺林区における代替産業は総生産高の78.6%を占めている。

さまざまな措置を講じてきたが，森林工業企業は依然として厳しい経営状況

に直面しているo 政府の投入した生態補助金と多角経営からの収入が木材伐採

制限による経済損失を補うことが出来ない。また，林業部門経営体制の硬産，

過大な社会負担，林業に対する過重な徴税に加えて，長期間にわたる森林資源

の不合理的な開発による木材伐採量の減少が森林工業企業の持続可能な経営を

困難にさせている。 80%以上の国有林区において，伐採可能な森林資源がまも

なく消失することになってしまう。 2002年森林工業企業の収益はマイナス5.4

億元にまで及んでいた(国家林業局 [2002])。代替産業はまだ発展の初期段階

にあるため，林業職員の収入は依然として低い。政府は生態建設に巨額な資金

を投入したが，この資金は主に自然林資源の保護に用いられ，林業生産に割り

当てられた資金は僅かである。また，多くの森林工業企業が巨額な負債を背

負っているため，融資信用が低い。商業銀行の融資を通して，投入資金の問題

を解決し，経営の難局から脱出するのは困難である。その一方，国有林区にお
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ける固定資産投資額と投入資金のソースから見ると，中央政府の財政支出が主

要なソースであることがわかる。ローカル資金，銀行借款と外資の割合がいず

れも低い。

111 国有林場経営実態についての分析

長い間，中国政府の国有林場への投資が不足していた。しかも，生態建設投

資に占める割合も低い。国有林場は元々事業単位であり，政府からの補助金を

もらっていたが，改革開放以来，多くの地方において補助金政策が廃止され，

国有林場は企業化管理下での自己資金による事業単位になっている。投入資金

は主に自己調達による。たとえば， 2001年江西省の国有林場への固定資産投資

額は1.1億元であり，そのうち国家予算内の投資がわずか717万元であり，国内

借款が1500万元，自己資金が7368万元であった(国家林業局 [2002])。生態補

助金は国有林場に多少支給されているものの，金額的に少ないため，大して役

に立たない。

2003年6月公布された「中共中央・国務院の林業発展を加速させることにつ

いての決定」によると，国有林場は生態公益型林場と商品経営型林場に分類さ

れる。前者は森林資源の保護と育成を中心任務とし，公共事業単位の管理方式

に従って，管理され，必要な資金は所属の地方政府によって捻出される。しか

し，地方政府の財政収入が限られているため，確定された生態公益林場におい

ても，必要な資金の全額を地方政府から支給することができない。現在自然林

保護の補助金が林場収入の主要な源となっている。

森林工業企業に比べると，国有林場の規模は小さく，競争力も弱い。独立経

営権を持っている林場は木材などの製品を自由に販売できるが，独立経営権を

持っていない林場が少なくないため 販売などの経営活動は上級部門によって

統一的に行われる。

国有林場は長い間主な資金と労働力を大規模な植林に投入していたため，産

業構造が単ーとなり，主要な経済収入は木材伐採によるものであった。しかし，
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木材伐採の制限と自然林保護プロジェクトの実施に伴い，木材伐採による収入

がどんどん減少してきた。収入を増やすために，多くの国有林場が各自の実情

に応じて多角経営を展開している。現在多くの省(自治区)における国有林場

の多角経営による収入が既に総収入の半分以上を超えている。山東省と江蘇省

などの省における国有林場の多角経営による収入は総収入の90%にまで及んで

いる。しかし，経営方針を変えていない国有林場は，国家投入の不足，従業員

の余剰と社会負担の過重などの原因で，厳しい局面にさらされている。例えば，

2000年安徽省における国有林場の70%，江西省における国有林場の73%，貴州

省における 87の国有林場のうちの 75の林場，海南省における 15の国有林場

のうちの 14の林場が赤字経営に陥っていた。経営不況のため，国有林場の職

員の収入は全体的に低い(国家林業局 [2004J) 0 2002年中国の従業員の年平均

収入が12，422元であったのに対し，国有林業単位の従業員の年平均収入は

7，779元であり，国有林場の従業員の年平均収入はわずか6，805元であった(中

国経済年鑑 [2006J)。

全体的に，国有林の経営には活力が欠けており，経営収入の低迷と共に，従

業員の収入も低い。森林工業企業にせよ，国有林場にせよ，いずれも厳しい経

営状況に直面している。多くの国有林経営組織は依然として，国家の投入に依

存し，経済的に持続不可能な経営に陥っている。

IV 林業経営体制改革についての新制度経済学の分析

以上の分析からわかるように，国有林区における最も深刻な問題は以下の 2

つだ。一つは過去に森林育成への投資不足と伐採可能な成熟林の減少による

“林業資源危機"である。伐採可能な成熟林の面積と蓄積量は，それぞれ1950

年代の1200万haと20億m3から現在の560万haと5億m3に下がっている。そ

して，その数は1980年代の半ばに 23の森林工業局において，伐採可能な成熟

林が既に枯渇した。 1980年代後半に 37に増加し 1990年代初期には66に至っ

た。その他， 33の森林工業局における伐採可能な森林資源もどんどん減少し
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続けている。全体的に，約80%の森林工業局において既に伐採可能な成熟林が

消えている(林業部 [1987];李 [1996])。林分も衰退している o 1ha当たり

の蓄積量が1950年代の 150m3から1990年代の 90m3に下がった。現在残りの

成熟林は主に山岳地域にあり，あるいはアクセスしがたい地域にあ戸る。した

がって，木材の生産が減少し続け，伐採コストが増え続けていく。この“資源

危機"によってもたらされた直接の結果が固有森林工業局の直面しているもう

一つの深刻な問題である「林業経済危機」を引き起こしている。 1994年，約

1/3の森林工業局が赤字経営の状態に陥っていた。赤字金額は2億元に及び，

負債金額は40億元に達した(林業部 [1987])0 1997年には，森林工業局の半分

が赤字になり，赤字金額は4億元に達した。 220億元に達した負債金額が320億

元の総資産の70%を占めた(林業部 [1987])。多くの森林工業局は何年経って

も，職員の給料さえ支給できなくなり，職員は他の就職先を見つけるチャンス

も少ない。たとえば， 9つの森林工業局を所有する大興安嶺林区が職員に未払

いした給料は4億元に達し，林区における全職員の6ヶ月分の総給料に相当す

る(戴・鄭 [1998])0 1996年森林工業局における職員の平均月給は全国の平均

月給より30%少なくなった。

成熟林が減少し続けているため，今まで木材生産を中心としてきた森林工業

局において提供できる職位は次第に減っていくと考えられる。したがって，余

剰人員と解雇される人員が増えていくと予測できる。しかも，このような状況

が短期間に改善される可能性は非常に低い。このような状況を改善するために

は，あるいは持続可能な経営を実現するためには，多方面における改革が必要

である。そうした状況で 1990年代半ばから行われた改革は基本的に過去の失

敗と社会の進展に促された制度と組織に関するものであった。

しかし，国有林区における改革は，集団林区における改革に比べて，それほ

ど成果を上げることができず，他業界の固有企業の改革に比べても，それほど

成功しなかったように思えるO 新古典派経済学に基づいた現在の改革が成功し

なかった原因は，経営メカニズムと所有権に関する改革が徹底的に行われてい
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なかったことが考えられる。したがって，学者たちは新制度経済学の観点から

その解答を見出そうとしている。

1 取引費用の概念

North [1990]は，新古典派理論で無視されたのが真の交換過程に関与する

制度的な変数であると主張した。先進国において，制度はある程度内生変数で

あり，新古典派経済学の理論を用いて先進国における市場を分析する際には，

これらの変数を検討しないことによる偏差があっても 大きな問題はない。し

かし，移行経済における制度はそれほど内生的なものではない。経済移行は大

規模なルールの変更を必要とする。したがって，新制度経済学に基づき経済調

整を統制するルールの役割を論じるとうまく機能できる。

計画経済が，市場における交換費用の節約を目的とするのに対して，市場経

済は組織費用の節約を目的とする。計画経済と市場経済の間に存在するこのよ

うな相違点の中にも実は共通した一つの要因がかかわっている。それは取引費

用であるo 取引費用があってこそ，制度が重要となる。 Coase[1937]により

初めて創られた取引費用とし、う概念は今や所有権アプローチに関わる市場費用

の分析だけにとどまらず，会社の内部費用分析にまで広がっている。これには

Cheung [1969]， [1983]が大きな貢献をした。取引費用の所有権に関する定

義はこれまで企業間 市場開及び家庭間にある境界 あるいはその他あらゆる

理論的構成概念の間にある境界を重視してこなかった。所有権がどんな状況下

でも保護され，あるいは維持されているときにのみ はじめて取引費用が発生

する (Allen[2000])。企業内の取引費用を説明するために， I交換」を「契約

の約定 (contractualarrangements) Jと理解するとよりわかりやすし、かもしれ

ない。 Cheung[1983]は以下のように定義している。それは，企業はただ普

通の製品市場と異なる契約の約定の下で活動を組織する方法に関する簡単な記

述である。つまり企業による取引は生産要素の契約の約定に関わるものである

のに対して，市場は産出の契約の約定に関連するものである。
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「交換」の内容，つまり「経済権利」あるいは「権利の便益」は所有者に

よって消費され，または「交換」を通して消費することができる。 Allen

[1991]は所有権と取引費用は同じコインの表裏であると主張した。すべての

権利は可分割であり，副次権束を含む。したがって，公的所有から私的所有へ

の変更は権利の連続体である。すべての区別画定は自由裁量である。 Alchian

and Demsetz [1973]は，資源にかかわる所有権束が可分割であるため，資源

の国家所有あるいは私的所有の概念には暖昧性があると主張した。こういう意

味で，交換は永続し，しかも交換の“強度 (intensity)"と“空間性 (exten-

sity) "は大きく変化する。

2 制度の変化

交換を支配するルールが取引費用に影響を与える。移行経済における現在の

改革はある程度企業から市場への制度と組織の変化に相当する。もし古い制度

システムに対する修正がわずかであれば，変化に伴うコストはそれほど高くな

いかもしれない。しかし抜本的な新システムの確立には膨大なコストがかかる。

この費用の差は交通管制システムの修正と完全なる更新にかかる費用の差異に

等しい。当然にシステムの修正は根本的な新システムの確立に比べ，かかる費

用は遥かに少ない。しかし，注意すべきは，もし旧システムが完全に無用にな

り，しかも解体の費用を招くとすれば，システムの修正が新システムの確立よ

りも多くの費用を費やす可能性がある。取引費用は効率の悪い制度の安定と持

続に重要な役割を演じる。

もし現在の資本主義国家における制度の変化を修正だと捉えた場合，近年の

旧社会主義国家における改革は制度革新であると言える。西洋社会の制度は，

経済的であれ，政治的であれ，相対的に硬直的なものである (North[1997])。

したがって，旧東ドイツの市場経済への移行において制度変化にかかった費用

が膨大であるのは当然であろう。政治あるいは司法の決定の結果として，公式

的なルールが一夜にして変化する場合があっても 制度変化は瞬間的なもので
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はなく，複雑な過程を要する。慣習，伝統と行動規範に体現された非公式の制

約における変化は周到な政策によっても影響されない (North[1990])。しか

も，コストと制度変化のタイミングの聞にはトレードオフが存在している。

3 計画の費用と市場の費用

取引費用は「所有権の確定と維持に関わる費用Jであると主張する Allen

[1991]の定義及び取引費用が権利の譲渡，獲得と保護に関わる費用という

Barzel [1997]の定義を，中国の固有森林工業企業局の実情に照らし合わせて

みた場合，取引費用は権利の交換に由来するものであると考えられる (Zhang

[2000] )。

3.1 国家と国有森林工業企業局 (SFOBs)間の取引費用

国家と SFOBsとの取引は管理取引に似ており，法的かつ経済的に上下関係

にあると言える (Commons[1932])。計画経済の下で，国家と SFOBsとの

聞で生じる取引費用は， SFOBsから国家への報告及び国家による指令，監視

と検査を含むさまざまな会議とコミュニケーションに関わる費用である。この

ような配置が中央政府と SFOBsを一つの経済組織に統合させているため，略

奪，詐欺と情報の意図的な隠蔽を行うインセンテイブがそれほど深刻ではなく，

交渉，実行と監視に関わる取引費用は相対的に低い。しかし， SFOBsの外部

性が内部化されていないため 責任の回避と浪費による厚生の損失などの問題

が非常に深刻になっているO この損失を取引費用あるいは他の費用と見なして

良い。

経済改革の目的の一つは外部性を内部化させることであり，つまり，ここは

中央政府と SFOBsの聞の権利のやり取りを明確化させ，履行させ，規律させ

ることである。中央政府は SFOBsの自主権を拡大するため， SFOBsから徴

収する代わりに，一部の権利を譲渡したが， 1984年から1987年にかけて実施し

た“利改税"と“利潤共有(利潤共享)"，そして1987年から実施してきた“利

潤請負(利潤包幹)"は外部性の問題を完全に解決することができなかった。
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膨大な取引費用のため，権利と責任の明確化が不完全であり，しかも怒意的で，

不公平なものであった。その履行と監視もしばしば非効率なものであった。結

果として，これらは機会主義の発生に温床を提供した。また，この自主権に由

来する問題，例えば，固有資産の略奪と経営者の短期的視野はさらにこの状況

を深刻化させた。たとえば井 [2000]は，毎年略奪された固有資産が千億元に

達していると推測している。しかも政府は，自主権と高い監視コストのため，

この問題に対処する有効な方法を打ち出せなかった。したがって監視者自身も

略奪に巻き込まれていると言える。李 [1996]は固有企業のパフォーマンスが，

中央政府・地方政府との癒着，経営者と職員の共謀という 2つの問題によって

影響され続けていると強調した。

このような問題はすべての固有企業に共通して存在する。 SFOBsも例外で

はない。 Holmstrom[1982]は，もし市場が競争的であり，競争者の数が相対

的に多く，しかも彼らが共通の不確実性に直面するならば，利益と労働生産性

のような総括指標を利用して 管理業績を評価するのは難しくないと主張した。

しかし，林業において，森林資源は投入財でもあり，生産財でもあり，しかも

地方によって異なる。林地の価値も土壌の質 地形と位置などの自然条件に

よって異なるため，測定するのは難しい。また，林業生産はさまざまな製品と

サーピスを提供している O しかし 環境サービスに関わる市場はまったく存在

せず，過去の中央計画経済の下で木材製品市場は歪曲された。一方 SFOBsの

数が相対的に少ないため 市場自体が相対的に競争性を持たない。このような

特徴は，中央政府が総括指標の比較を通して森林管理を評価・監視することを

困難にさせる。つまり，森林管理の特徴が所有権の確定を複雑化させ，政府と

SFOBsとの協議を不完全化させるO このような関係の下で，取引費用は大き

くなってしまう。

3.2 SFOBsと他の経済主体の間の取引費用

計画経済の下で，政府の意思決定者によって組織された交換は，人と人との

接触により直接入手された情報に基づくもののみあった。市場経由の取引コス
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トは少ないかもしれないが，複雑な社会における情報はほんの僅かであり，不

明確でもあるため，計画のコストと非効率な配分による厚生の損失が巨大にな

る可能性がある。また，市場交換に関わる費用は市場の状態，権利と交換代理

人の属性に大きく左右される。ここで まず計画経済から市場経済への移行途

上における SFOBsの市場状況を見てみよう。この時期には， SFOBsが長期

にわたり中央集権の経済の下に置カ亙れていたため，丸太と他の木材製品の市場

は活発でなかった。立木と丸太の量と質を確定するのが図難な上，不適当な貯

蔵と運搬による実施の困難さも加え，取引費用が高くなる。戴・鄭 [1998]の

調査によると，大興安嶺林区における市場経由の取引費用が高いことが分かつ

た。 1997年他の固有紙パルプ工場からの正常な延納金額は5000万元，異常延納

金額は4億元に達し，年総売上げの 1/3に相当した。長期間の貯蔵コストと相

関の資本コストは共に大幅な増加を見せた。 1997年の秋には丸太の総貯蔵量が

2百万m3に達し，木材の年生産量の半分以上となった。しかも長期間の貯蔵

は木材の質を低下させ，その結果間接的に取引費用を増加させた。

さらに，販売戦略が悪かったため，自由市場の便益が部分的に失われてしま

い，部分的に貿易会社(ほとんど SFOBs外部からの個人である)によって獲

得された。彼らによる取引量がある SFOBsの総売上げの80%を占めている。

曹他 [1997]の推測によると， SFOBsから直接顧客に販売した木材の総売上

げは近年急激に減少してきた。しかし SFOBsにはこの新たな困難に対応で

きる能力がない。一方 マーケティングの重要性も認識されていない。マーケ

テイングを担当する職員は総従業員の0.15-0.2%しか占めておらず，マーケ

テイングに関する知識と経験もあまりない。また SFOBsのマーケテイング

戦略は柔軟性に欠けているため，貿易会社の競争相手にならない。丸太を取引

業者に配送する時にも，また巨大な損失が起こる。配達者は個人取引業者から

賄賂を受け取っているため 配送する丸太の質と量をしばしば怒意的に降格さ

せた。大興安嶺林区だげでも これによる損失が3000万元に達すると推測され

ている。
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実際大量の個人取引業者が存在するため，競争的な市場であるとも言えるが，

残念なことに，その競争が不公平である。北京地域での木材売上げの 1/4~

1/3が個人業者の経由であり，そのうち，未登録の業者も少なくないと推定さ

れる。このような違法行為の市場における蔓延は，中間業者に高いコストを負

担させる。彼らは賄賂を払わなければならないし，しかも生産者から顧客への

製品配達にかかる困難克服には高いリスクを背負っている。以上の分析から見

ると，十分に機能する市場を創出するのはまだ先の話であり，それは法律の履

行と社会経済環境に大きく依存するであろう。しかし，このような市場の創出

は非常に重要であることがいえる O

3.3 SFOBs内部の取引費用

SFOBs内部の取引費用を解明する前に SFOBsの特徴を明らかにする必要

がある。 SFOBsの経営者は三つの役割を演じている O つまり地域の社会に対

して責任を持っている行政宮，国に任命されるため，固有資産に対して責任を

持っている政府官僚，そして営利目的と政府に設定されるほかの目的に対して

責任を持っている企業経営者である。各 SFOBsはただ一つの会社ではなく，

多くの子会社とさまざまな取引によって構成される社会である。 SFOBs内部

の取引コストを簡単に管理コストあるいは機構運営コストと理解してもいいが，

実際このコストは交換あるいは契約協議に関わるものであるため，一種の取引

コストである。各 SFOBsには幾つかの所属部門があり 彼らの聞における取

引には一部は指令にて，その他は市場を通して行われている。また，各所属部

門において，最も重要な交換は経営者と職員との契約関係であるO

上述した三つの問題については，いろいろな解決案が試行されている。業務

請負は生産要素の一つである労働の私有化形式の一つであるO これは強いイン

センティブを請負人に与え，怠業の問題を解決できるo しかし，生産ストック

の節約にはインセンティプを与えていない。総費用の請負は労働力と生産ス

トックというこつの投入要素の私有化であるが，標準の設定，質管理と最後段

階のチェックにおいてはまだ問題が残っている。持株制 (shareholding)は私
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有化に向ける更なる一歩である。この制度下では，土地を含む投入要素と生産

物は共に部分的に私有化される。これは新しい制度ではないが，最近の改革に

おいて成功を収めているようだ。特に南方集団林区における経済改革の経験か

ら見ると，最もふさわしい改革方式であると言える。土地保有権の請負は私有

化の最も徹底的な方式である。それは私有化の程度は請負期間と譲渡される

“土地の権利束"の量に依存している。一般的に，特に中小企業にとって，こ

れは競売あるいは協議を通して，実行可能なアプローチであると考えられてい

る。

組織はコストを節約するため 常に変化している。以上の分析から分かるよ

うに，森林工業局は国有林区における膨大な取引費用の問題を解決するために，

経営者及び職員にインセンテイブを与える様々な改革措置を考案した。その中

で，注目されるのは，南方集団林区の経験を取り入れ，いろいろな生産請負責

任制を導入しているこ乙である。各種の生産請負責任制は取引費用或いは監視

コストが比較的低いため，さらに国有林区に広がっていくと予想される。従っ

て，生産請負責任制を導入しようとする国有林区における森林面積は次第に増

加していくと考えられる。国有林場における各種の経営請負制の導入は，取引

費用の節約に寄与できるため，国有林場の持続可能な経営の実現を促進できる

であろう。

V 中国における国有森林工業企業の改革一一森林工業局の内部改革

中国の固有企業は1980年代初期から改草を実施してきた。国有森林工業企業

は他の工業部門に比べて改革の推進が遅れていた。全体的に，林業部門の改革

は，ほぼ他の国有工業企業と同じ経路を辿ってきた。つまり，意思決定の地方

分権化，ソフト予算からハード予算への転換，そして市場自由化へという改革

経路である。

1990年代の初期から吉林黒竜江と内モンゴルにおける 84の固有森林工業

局が四大国有森林工業ク*ループに編成され，各省の森林工業総局を代替した。
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この改革は少なくとも名目的に固有森林工業局を政府と経済の主体の混合体か

ら純粋な経済主体に変身させた。このアプローチは森林工業グループの資金調

達，垂直統合と市場競争力における優位性を強化することを目的としたもの

だった。各森林工業グループと省政府の聞に契約関係が確立され，グループと

傘下の企業の聞にもさまざまな契約関係が結ぼれた。ただし森林工業局は相当

の自治権を持つようになったが，上級経営者の任命など重大な問題の決定権は

依然としてグループによって握られている。

内部改革は分権と様々な請負責任制の形で行われている。主要な改革内容は

大きく分けて以下の 4点である。

(1) 分権化。林業は通常3つの部門によって構成されている。育林部門は植

樹と森林資源管理を担う。木材伐採部門は伐採作業，運輸，木材保存と道路建

設に従事する。木材加工部門は製材所と紙パルプ工場のような木材加工事業に

関わる。伝統的にこの3つの部門が実際一つの会社と一つの会計システムに統

合されていた。

分権化の第一段階は1980年代半ばから幾つかの森林工業局の改革から始まり，

3つの部門が分離されることになった。そしてそれぞれの部門は，自分の会計

システムを備えた3独立した企業となった。それぞれの企業は，損益に責任を

持ち，上級部門である森林工業局と契約を結び，責任を負う。しかしこの 3つ

の部門の統合部門が存在し 課税と利潤請負などの問題 また外部の経済関係

に対応できる唯一の法的な代理人となっている。

最も早くこの改革を開始し しかも最も成功を収めた森林工業局は吉林省の

三盆子林業局である。この林業局は22万haの林地と 2万の職員を有する。こ

の改革の試行は1980年代の初期から始まったが，もともとこれは1962-66年の

育林と伐採部門の分離政策に由来した発想であった。数年間の試行を経て，一

定の成功を収めたことが確認された後，このような管理方法は正式に林業部と

省政府により提唱され，他の林業局へ推し進められた(林業部 [1987])。李

[1993]によると，この方法は幅広く多くの林業局にて実行され，吉林省と黒
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龍江省の林分の改善に積極的な役割を果たした。伐採部門は育林部門の製品で

ある立木を購入する。多くの場合，林業局の代理として設立された育林単位が

すべての林場を管理する。そして育林単位と林場の聞に契約が結ぼれる。こう

して林場が作業と管理に従事し，育林単位が視察，検査，監査と指導を行う。

分権化の第二段階には旧林場あるいは林業単位をより小さい規模の育林単位

に分割することだ。育林単位は連合家庭あるいは個別の家庭によって構成され

る。森林管理の総費用は過去の経験に基づいて，計算する。これが標準的な契

約結びの標準として利用される。勿論，契約期間は地域によって異なる。謹・

趨 [1996] によると，黒竜江省の穆稜林業局の契約期間は十年になっているが，

費用は毎年調整される。各林場と家庭は自己責任を持っているが，国有森林工

業局の計画には従わなければならない。

(2) 費用構成の下請負。この管理方法によると 請負人がハードな予算コス

トに応じて一定量の仕事とサービスを引き継ぐが，森林工業局は最後の利潤と

リスクを分担しない。支払いは出来高賃金制による。これは実質上労働の私有

化である。しかし，全体の設計図，生産資料と機械は依然として林場によって

提供される。この方法はしばしば木材加工工場に推し進められている。

さらに一歩踏み出したものは総費用構成の下請負である。これは実質上投入

財(労働力と生産資料)の私有化の一種である。請負人が労働力と生産資料を

組織することに責任を持つ。総費用の計算は請負作業の種類によって異なる。

例えば，育苗の場合，支払いは以前の平均費用を基礎とする内部定価と種苗の

定着率に基づいて，行われる。植樹の場合は，樹種，時間，場所，支払い基準

及び最後の検査手順が事前に林業局によって決められ，請負人が，皆伐，用地

の準備，植樹と早期の看護などを含める作業の全般に責任を負う。貌河林業局

の場合，総費用の請負は主に遠隔の山岳地帯で推し進めている。損失は請負人

によって負担され，余剰は育林単位と林場によって共同に分配される。総費用

の請負は幅広く公安，検察，法廷などの公的機関の行政支出の請負に広がって

いる。



中国国有林の経営体制改革 (253) 101 

(3) 持株制。このシステムは固有の所有権を部分的に職員に移転することを

目的としており，従業員パイアウト (employeebuyout) と呼ばれている。職

員と固有森林工業局は共に潜在的な利益とリスクを分担する。このシステムは

既に他の工業部門にも幅広く推し進められているが，森林工業局においては小

型の製材所と木材加工工場に限られている。とはし、え，多くの場合成功を収め

ている(高他 [1995])。

現在このシステムは成功事例により育林部門でも盛んに行われている。例え

ば，貌河林業局所有の秦山林場は14万元の共同資金を投入して，持株制の林場

を設立した。この共同資金の半分以上が林場の職員に所有されている。このシ

ステムは内部のモニタリング モニタリーグコストの削減と人員不足の軽減に

寄与した。試行されてから二年経過後，この林場の総生産高は35万元に達し，

利益総額は5万元に達した(徐・郭 [1996])。王 [1998] によると， 1997年ま

で黒竜江省には300余の持株制林場が設立された。

(4) 所有権の下請負。このシステムは所有権のレンタルと売買という形で実

施され，ある意味で最も重要な費用構成要素である土地と資産が私有化される。

しかし，林地の売買は通常内部の職員に限られている。価格も完全に市場に

よって決められるわけではない。こういう意味で この私有化は完全たるもの

とは言えない。高他 [1995] によると，このシステムは主に小型の製材所，木

材加工工場，機械修理場及びサービス業などの小規模企業において成功してい

る。つまり新たな所有者が損益を自己負担することになっているのである。

VI 結 吾d齢
日間

中国における新森林政策の実施と林業経営戦略の転換という目的実現のため，

森林工業企業と国有林場がともに，森林保護と森林経営というこつの任務を

担っている O 森林企業工業からすると，国有林の経営者でもあり，森林資源の

管理者でもあるため 生態保護機能と企業経営機能を共に発揮しなければなら

ない。
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したがって，国有林の管理権と経営権の分離，行政と企業の分離，現代企業

制度の確立，林業税負担の軽減と，国有・民間・外国資金の導入などの面にお

いて，今は更なる改革が求められる。

生産請負責任制をめぐる更なる改革も進んでいる。 2003年集団林権制度改革

に続いて，中央政府が黒竜江省伊春市を唯一の国有林区林権制度改革の試験区

として確定した。その後 “第三次土地改草"と呼ばれる国有林権制度改革が

2006年9月に正式にスタートした。伊春市の改革ノfターンとしては，分散的，

小規模的な部分の固有商品林が家庭によって請負われ，経営が行われる。固有

伊春林業管理局が職員と請負経営契約を結び，契約に両方の権利と義務，林地

の使用権と林木所有権，収益の分配，契約期間満了後の未伐採の林木の処分権

などについて明確に定めている。また，国有林地請負経営は林業局によって

オークション，入札，協議などの方式で行われている。木材の伐採については，

促成豊産林と工業原料林の伐採は経営者が自由意志で決めることができる。以

前の改革では，山林の管理保護という問題しか解決できず，所有権(産権)の

改革には根本的に触れていなかった。今回の改革パターンは“国有林地請負経

営"と呼ばれているが，以前の改革内容とは違って，林地の経営権，林木の所

有権と処分権がすべて林区の職員に与えられる。しかも請負期間が50年とされ，

請負される林地と林木が法的に有償譲渡できることになっている。上記から，

職員の利益が国有林区における植林と営林の事業と完全に結び付けられている

ことが読み取れる。この改革の成果が今後注目される。大きな成果を収めれば，

他地域にも推し進めることが期待できょう。
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